
株式会社松下サービスセンター及び株式会社ＡＰサービスセンター（特定事業者）
（住宅等の建築リフォーム工事業を営む事業者）

１ 特定供給事業者との取引の概要
松下サービスセンター及びＡＰサービスセンターの２社は，サイディング工事（注）について，工事業者（特定

供給事業者）との間で工事単価を定め，当該単価を基に工事物件の坪数等に応じて工事代金を算出している。
（注）「サイディング工事」とは，住宅等の外壁改修工事及びこれに付帯する工事のことをいう。

２ 工事代金の据置き
⑴ ２社は，それぞれ，平成２５年１０月１日から平成２６年３月３１日までの間に発注し，平成２６年４月１
日以後に引渡しを受けたサイディング工事の工事代金について，消費税率の引上げ分を上乗せせずに支払った
（下図①）。

⑵ ２社は，それぞれ，平成２６年４月１日以後に発注したサイディング工事の工事代金について，消費税率の
引上げ分を上乗せせずに，同年３月３１日までと同額の工事単価を基に算出した額を支払った（下図②）。

３ ２社は，それぞれ，公正取引委員会が本件について調査を開始した後，サイディング工事の工事代金を消費税
率の引上げ分に相当する額まで引き上げることを工事業者との間で合意し，平成２６年４月１日に遡って当該引
上げ分相当額を工事業者に対して支払った。

※ このほか，２社は，それぞれ，駐車場等の賃借及び税務会計指導業務（松下サービスセンターは，当該業務に加えて広告業務及
び廃棄物処理業務）に係る平成２６年４月分以降の代金について，賃貸人等（特定供給事業者）に対し，消費税率引上げ分を上乗
せせずに支払った（なお，２社は，それぞれ，公正取引委員会が本件について調査を開始した後，平成２６年４月１日に遡って当
該引上げ分相当額を賃貸人等に支払った。）。

工事業者，賃貸人等
（特定供給事業者 約１２０名）
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